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	はじめに

	Ⅰ　
地方議会改革の基本的な考え方 
	1　いま、なぜ地方議会のあり方を問うのか

	２　地方議会を捉え直す基本的な考え方は何か

	３　地方議会はまず自己改革を進めるべきではないか

	４　制度改正をどのような視点で進めていくか


	Ⅱ　地方議会の住民代表機能をどのように充実強化するのか

	１　合議体としての多様性の発揮

	２　民意の吸収

	３　説明責任の確保


	Ⅲ　議会の自主性・自立性確保と権限強化

	改革①　議長に議会招集権を付与せよ

	改革②　閉会中の委員会活動にかかる制約を撤廃せよ

	改革③　議会の内部機関設置を自由化せよ

	改革④　議決権を拡大せよ

	改革⑤　調査権・監視権を強化せよ

	改革⑥　議会に附属機関の設置を可能にせよ

	改革⑦　議会事務局の機能を明確化せよ

	改革⑧　議長に議会費予算執行権を付与せよ

	改革⑨　議長に議会棟管理権を付与せよ

	改革⑩　議会の議決による執行機関への資料請求権を保障せよ

	改革⑪　委員会にも議案提出権を付与せよ

	改革⑫　常任委員会への議員の所属制限を撤廃せよ

	改革⑬　議長による委員会委員の選任の特例を認めよ


	Ⅳ　議会と首長との関係

	改革⑭　専決処分の要件を見直すとともに不承認の場合の首長の対応措置を義務付けせよ

	改革⑮　予算修正権の制約を緩和するとともに予算の議決科目を拡大せよ

	改革⑯　決算不認定の場合、首長の対応措置を義務付けせよ


	Ⅴ　議会と住民との関係―住民投票制度

	Ⅵ　議員の位置付けと定数

	１　位置付けの見直し　改革⑰　地方自治法第203条から「議会の議員」を削除し、新たに「公選職」にかかる条項を設けるとともに、議会の議員に対する「報酬」を「歳費」に改めよ

	２　議員定数


	＜今後の検討のための参考資料＞

	おわりに


